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当社は、第 22 期定時株主総会の開催にあたり提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連

結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び定款第 23 条の規定に

基づき、平成 25 年 3 月 8 日（金）から当社ホームページ（http://www.gmo.jp）に掲載す

ることにより株主の皆様に提供しております。 

http://www.gmo.jp/


連結注記表 
 

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記】 

１．連結の範囲に関する事項 

 (１) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

  連結子会社の数 65社（うち３組合） 

主要な連結子会社の名称 

   ＧＭＯアドパートナーズ㈱ 

   ＧＭＯクラウド㈱ 

   ＧＭＯペイメントゲートウェイ㈱ 

   ㈱paperboy & co. 

   ＧＭＯクリック証券㈱ 

   ＦＸプライム㈱ 

なお、ＦＸプライム㈱は株式を取得したことにより、当連結会計年度より連結子会社に含めております。 

 (２) 主要な非連結子会社の名称 

パテントインキュベーションキャピタル㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社22社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社数 ２社 

主要な持分法適用関連会社の名称 

     ㈱スーパーアプリ 

（２）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

   パテントインキュベーションキャピタル㈱ 

 非連結子会社22社及び関連会社４社（㈱ヒューメイアレジストリ他３社）は当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の

適用から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度に関する事項 

  連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は以下のとおりであります。 

（決算日が９月30日の会社） 

ＧＭＯペイメントゲートウェイ㈱ 

イプシロン㈱他２社 

（決算日が３月31日の会社） 

ＧＭＯクリック証券㈱他６社 

（決算日が５月31日の会社） 

ＧＭＯVenturePartners投資事業有限責任組合他２社 

  ＧＭＯVenturePartners投資事業有限責任組合他２社については、11月30日現在で実施した仮決算に基づく計算

書類を使用し、その他の会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。 

 連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

売買目的有価証券          約定基準時価法 

満期保有目的の債券         償却原価法（定額法） 

その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

       時価のあるもの 

              決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移 

      動平均法により算定)を採用しております。 

時価のないもの 

       移動平均法による原価法を採用しております。 

   ②デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

    

（２）重要な固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産(リース資産を除く) 



    A 平成19年３月31日以前に取得したもの 

      旧定率法 

    B 平成19年４月１日以降に取得したもの 

      定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物及び構築物  ８～22年 

      工具器具及び備品 ２～20年 

②無形固定資産(リース資産及びのれんを除く) 

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア(自社利用)については社内における利用可能期間（主として

５年)に基づく定額法を採用しております。 

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき金額を計上しており

ます。 

③役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。  

④金融商品取引責任準備金 

 一部の連結子会社では、証券事故等による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５の規定に基づき、「金

融商品取引業等に関する内閣府令」第175条にさだめるところにより算出した額を計上しております。 

 

(４）重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 支出時に全額費用処理しております。 

 

（５）重要なヘッジ会計の方法 

ⅰ ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については

振当処理を行っております。 

ⅱ ヘッジの手段とヘッジ対象 

     ａ．ヘッジ手段・・・為替予約取引 

       ヘッジ対象・・・外貨建債務及び外貨建予定取引 

     ｂ．ヘッジ手段・・・金利スワップ 

       ヘッジ対象・・・借入金の利息 

   ⅲ ヘッジ方針 

     為替変動に起因するリスクを回避することを目的で為替予約取引を行っております。また、金利変動に起

因するリスクを回避することを目的で金利スワップ取引を行っております。なお、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。 

ⅳ ヘッジ有効性評価の方法 

 該当する各デリバティブ取引とヘッジ対象について、債権債務額、ヘッジ取引の条件等を都度評価・判断

することによって有効性の評価を行っております。 

 

（６）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんについては、GlobalSign NVについては７年間、それ以外のものについては５年間の均等償却を行っております。

ただし、金額が僅少なものについては発生時一括償却をしております。 

 

（７）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等については、当連結会計年度

の費用として処理しております。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払費用として計上し、

法人税法の規定により５年間で均等償却しております。 

②外国為替証拠金取引の会計処理 

外国為替証拠金取引については、取引にかかる決済損益、評価損益及び未決済ポジションに係るスワップポイン

トの授受を売上高として計上しております。 

 なお、評価損益は外国為替証拠金取引の未決済ポジションの建値と時価の差額を取引明細毎に算定し、これらを

合算し損益を相殺して算出しており、これと同額を連結貸借対照表の「証券業における支払差金勘定」又は「証券

業における受取差金勘定」に計上しております。 



 また、顧客からの預り資産は、金融商品取引法第43条の３第１項の規定に基づき「金融商品取引業等に関する内

閣府令」第143条第１項第１号に定める方法により区分管理しており、これを連結貸借対照表の「証券業における預

託金」に計上しております。 

③連結納税制度の採用 

連結納税制度を適用しております。 

 

【追加情報】 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

 

【連結貸借対照表に関する注記】 

１．有形固定資産の減価償却累計額                 4,834百万円 

   

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（1）担保資産 

担保に供している資産 

現金及び預金                 3,633百万円 

有形固定資産(その他)              182百万円 

無形固定資産(その他)               23百万円 

   計                   3,839百万円 

 

      担保に係る債務 

        支払手形及び買掛金                7百万円 

        １年内返済予定の長期借入金            6百万円 

        長期借入金                   143百万円 

        銀行による保証額               10,000百万円 

           計                   10,157百万円 

上記のほか、１年以内返済予定の長期借入金4,334百万円及び長期借入金9,415百万円に関して、当社の保有

するＧＭＯクラウド㈱、ＧＭＯペイメントゲートウェイ㈱及び㈱paperboy&co.の株式、ＧＭＯアドホールディ

ングス㈱が保有するＧＭＯアドパートナーズ㈱の株式及びＧＭＯクリックホールディングス㈱が保有するＦＸ

プライム㈱の株式が担保に供されております。 

（2）差し入れている有価証券の時価額 

            信用取引貸証券                  17,304百万円 

            信用取引借入金の本担保証券           20,280百万円 

            差入保証金代用有価証券              15,233百万円 

        （3）差し入れを受けている有価証券の時価額 

            信用取引貸付金の本担保証券            34,286百万円 

            信用取引借証券                  8,527百万円 

            受入保証金代用有価証券             51,881百万円 

 

３.保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

      ㈱シー・オー・シー                   66百万円 

 

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式                      117,806,777 株 

 



２．配当に関する事項  

（１）配当金支払額 

 
決議 株式の種類 

配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

 
平成24年２月８日 
取締役会 

普通株式  589  5 平成23年12月31日 平成24年３月12日

 
平成24年５月７日 
取締役会 

普通株式   353 3 平成24年３月31日 平成24年６月25日

 
平成24年８月６日 
取締役会 

普通株式 353 3 平成24年６月30日 平成24年９月24日

 
平成24年11月２日 
取締役会 

普通株式 353 3 平成24年９月30日 平成24年12月21日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成25年２月６日開催の定時取締役会にて、普通株式の配当に関する事項を決議しております。 

① 配当金の総額 471百万円 

② １株当たり配当額 ４円 

③ 基準日 平成24年12月31日 

④ 効力発生日 平成25年３月11日 

なお、配当原資については、利益剰余金であります。 

 

３．当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く)の目的となる株式の種類及び数 

普通株式 10,000株

 

【金融商品に関する注記】  

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社グループのうちＷｅｂインフラ・ＥＣ事業、インターネットメディア事業又はソーシャル・スマートフォン関

連事業を営む会社では、必要な資金を自己資金及び複数の取引金融機関との当座貸越契約により賄っており、余資は

安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は、後述のリスクを回避するために利用しており、投

機的な取引は行わない方針であります。 

また、インターネット証券事業を営むＧＭＯクリックホールディングス㈱及びその連結子会社（以下、「ＧＭＯク

リックホールディングスグループ」といいます。）では、一般投資家に対する有価証券取引や外国為替証拠金取引等

の金融商品取引サービスを提供しております。ＧＭＯクリックホールディングスグループでは、これらの業務から発

生する資金負担に備えるため、手元流動性の維持に加え、複数の取引金融機関とコミットメントラインを締結し、資

金需要に備えております。ＧＭＯクリックホールディングスグループが提供する外国為替証拠金取引は、顧客との間

で自己が取引の相手方となって取引を行う店頭デリバティブ取引であるため、取引の都度、当社には外国為替のポジ

ション（持ち高）が発生します。ＧＭＯクリックホールディングスグループでは発生した外国為替のポジションの為

替変動リスクを回避するため、カウンターパーティーとの間で適宜カバー取引を行っております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
①Ｗｅｂインフラ・ＥＣ事業、インターネットメディア事業、ソーシャル・スマートフォン関連事業等 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。信用リスクに対しては、当社グ

ループの与信管理の方針に沿ってリスク低減を図っております。 

営業投資有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券及び組合出資金等であり、純投資目的又は取引先企業と

の業務又は資本提携等に関連するものであり、発行体の信用リスク、金利変動リスク及び市場価格変動リスクに晒

されております。これらは、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、発行体との関係を勘案して保有

状況を継続的に見直しております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金は、主に運転資金及び

株式取得資金の調達を目的としたものであります。 

外貨建取引及び外貨建債権債務については為替変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約取引を利用して

為替変動リスクをヘッジしております。先物為替取引については、取締役会で基本的な方針を承認し、当該方針に

基づき実需の範囲内で取引を実行することとしております。 

  

②インターネット証券事業 

ＧＭＯクリックホールディングスグループが保有する金融商品は、有価証券関連業又は外国為替証拠金取引業に

付随するものに大別され、信用リスク、流動性リスク、市場リスクを有しております。 

イ．有価証券関連業について 

株式取引における信用取引及び株価指数先物・オプション取引において、顧客は取引額に対して一定の保証金

（金銭又は有価証券）をＧＭＯクリックホールディングスグループに差し入れることで、取引を行っております。

取引開始後、相場変動により顧客の評価損失が拡大あるいは代用有価証券の価値が下落し、顧客の担保額が必要

額を下回った場合、当社は顧客に対して追加の担保差し入れ（追証）を求めますが、顧客がその支払に応じない

場合、ＧＭＯクリックホールディングスグループは顧客の取引を強制的に決済することで取引を解消します。 



強制決済による決済損失が担保額を上回る場合は、顧客に対して超過損失分の金銭債権が生じることで、当該

金銭債権について信用リスクが発生します。ＧＭＯクリックホールディングスグループは、顧客に対して当該金

銭債権の支払を求めますが、顧客がその支払に応じない場合、その不足額の全部又は一部が回収不能となる可能

性があります。 

 ロ．外国為替証拠金取引業について 

顧客との間で行われる外国為替証拠金取引については、取引の都度、ＧＭＯクリックホールディングスグルー

プには外国為替のポジション（持ち高）が発生するため、そのポジションに対し市場リスク（為替変動リスク）

を有することになります。 

また、為替相場の急激な変動等の要因により、顧客が差入れている証拠金を超える損失が発生する可能性があ

り、この場合、顧客に対し超過損失分の金銭債権が生じることで、当該金銭債権について信用リスクが発生しま

す。ＧＭＯクリックホールディングスグループは、顧客に対して当該金銭債権の支払を求めますが、顧客がその

支払に応じない場合、その不足額の全部又は一部が回収不能となる可能性があります。 

これらのリスクに関して、ＧＭＯクリックホールディングスグループは顧客との取引により生じる市場リスク

（為替変動リスク）については、他の顧客の反対売買取引と相殺する店内マリーやカウンターパーティーとの間

で反対売買を行うカバー取引を行うことでリスクの回避を図っております。ただし、システムトラブル等の原因

によりカバー取引が適切に行われなかった場合やポジション管理の不備が生じた場合には、ヘッジが行われてい

ないポジションについて為替変動リスクを有することとなります。 

また、顧客との間で発生しうる信用リスクについては、顧客の証拠金維持率（顧客が保有する未決済ポジショ

ンに対する時価の証拠金の比率）が一定の値を下回った場合、未決済ポジションを強制決済する自動ロスカット

制度を採用することにより、当該リスクの発生可能性を低減しております。 

一方、カウンターパーティーとの間で行われる外国為替証拠金取引については、カウンターパーティーの意向

によりカバー取引が実行できないという流動性リスクを有しております。また、カウンターパーティーに対する

差入証拠金等の金銭債権について、カウンターパーティーの破綻等による信用リスクを有しております。 

これらのリスクに関して、ＧＭＯクリックホールディングスグループでは流動性を確保するために複数のカウ

ンターパーティーを選定することにより、流動性リスクを分散しております。また、為替変動リスクの管理とし

て、保有しているポジション額をシステム的に自動制御しているほか、１営業日に複数回、外国為替部門におい

て、顧客との取引によって生じるポジション額、自己保有しているポジション額及びカウンターパーティーとの

取引により生じるポジション額が一致していることを確認しております。 

また、カウンターパーティーの信用リスクに対しては、一定の格付けを有する等の基準によりカウンターパー

ティーを選別し、定期的に格付け情報の変更等の信用状況の変化を確認する等により与信管理を行っております。 

ハ．その他業務全般 

関係諸法令の要求に基づき、顧客から預託を受けた金銭は信託銀行等へ信託を行う必要がありますが、当該信

託財産は委託先である信託銀行等が破綻に陥った場合でも、信託法によりその財産は保全されることとなってお

り、信託銀行等の信用リスクからは遮断されております。 

また、カウンターパーティーへの預託が必要となる保証金及び証拠金の差入れや、取引等に基づく顧客資産の

増減と信託の差替えタイミングのズレによる一時的な資金負担の増加に伴い流動性リスクが発生しますが、ＧＭ

Ｏクリックホールディングスグループでは手元流動性の維持に加え、複数の取引金融機関からコミットメントラ

インを取得し、急激な資金需要に備えております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 24 年 12 月 31 日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下

のとおりであります。なお、時価の把握をすることが極めて困難と認められるものは次表には含めておりません。 

  



（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（１）現金及び預金 45,718 45,718 －

（２）受取手形及び売掛金 6,435 6,435 －

（３）営業投資有価証券 34 34 －

（４）証券業における預託金 122,914 122,914 －

（５）証券業における信用取引資産 41,060 41,060 －

（６）証券業における短期差入保証金 17,824 17,824 －

（７）投資有価証券 284 286 2

（８）支払手形及び買掛金 2,283 2,283 －

（９）短期借入金 3,700 3,700 －

（10）未払金 6,141 6,141 －

（11）証券業における預り金 11,245 11,245 －

（12）証券業における信用取引負債 35,702 35,702 －

（13）証券業における受入保証金 136,616 136,616 －

（14）未払法人税等 1,470 1,470 －

（15）前受金 3,479 3,479 －

（16）預り金 13,118 13,118 －

（17）長期借入金 17,494 17,494 0

（18）デリバティブ取引 5,974 5,974 －

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、（４）証券業における預託金、（５）証券業における信用取引資産、

（６）証券業における短期差入保証金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（３）営業投資有価証券、（７）投資有価証券 

 これらの時価は、株式については取引所の価格、債券については取引金融機関等から提示された価格によっております。 

 

負債 

（８）支払手形及び買掛金、（９）短期借入金、（10）未払金、（11）証券業における預り金、（12）証券業における信

用取引負債、（13）証券業における受入保証金、（14）未払法人税等、（15）前受金、（16）預り金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（17）長期借入金 

 固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算出しております。変動金利によるものは短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳簿価額に近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。なお、１年内返済予定の長期借入金も含んでおります。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、連結会計年度末の直物為替相場又は金融機関から提示された価格により算出しておりま

す。なお、デリバティブ取引によって生じた正味の債権は純額で表示しております。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１株当たり純資産額          178円 86銭 

   １株当たり当期純利益         38円 35銭 

                 



個別注記表 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   ① 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法を採用しております。 

   ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

① 商品 

 移動平均法 

   ② 貯蔵品 

     総平均法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産(リース資産を除く) 

   A 平成19年３月31日以前に取得したもの 

     旧定率法 

   B 平成19年４月１日以降に取得したもの 

     定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物       ８～22年 

      工具器具及び備品 ５～20年 

（２）無形固定資産(リース資産を除く) 

   定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能見込期間（５年）に基  

づく定額法を採用しております。 

（３）リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき金額を計上しております。 

（３）役員賞与引当金 

   役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）重要なヘッジ会計の方法 

       ① ヘッジ会計の方法 

     原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理

を行っております。 

       ② ヘッジの手段とヘッジ対象 

    a.手段 為替予約取引 

     対象 外貨建債務及び外貨建予定取引 

    b.手段 金利スワップ 

     対象 借入金の利息 

     ③ ヘッジ方針 

     為替変動に起因するリスクを回避することを目的としております。 

       ④ ヘッジ有効性評価の方法 

     該当する各デリバティブ取引とヘッジ対象について、債権債務額、ヘッジ取引の条件等を都度評価・判断すること 

     によって有効性の評価を行っております。 



 

（２）消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

（３）連結納税制度の採用 

連結納税制度を適用しております。 

 

【表示方法の変更に関する注記】 

 前事業年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「債権放棄損」は、金額的重要性が増したため、当事業年度 

より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っており

ます。 

 この結果、前事業年度の損益計算書において、「特別損失」の「その他」に表示していた186百万円は、「債権放棄損」133

百万円、「その他」53百万円として組替えております。 

 

【追加情報】 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正により、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

 
１．有形固定資産の減価償却累計額       1,655百万円 
 

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

 

（１）担保に供している資産 

 関係会社株式 1,713百万円

 

（２）担保に係る債務 

 １年内返済予定の長期借入金 3,774百万円

 長期借入金 7,315百万円

  計 11,089百万円

 

３．保証債務 

   次の会社のリース契約について、債務保証を行っています。 

GMOソリューションパートナー㈱ 未払賃借料 17百万円 

 合計 17百万円 

 

４．関係会社に対する金銭債権債務 

   関係会社に対する短期金銭債権        4,146百万円 

   関係会社に対する長期金銭債権           257百万円 

   関係会社に対する短期金銭債務         2,503百万円 

   関係会社に対する長期金銭債務          530百万円 

 

【損益計算書に関する注記】 

 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 2,969百万円

売上原価 2,401百万円

販売費及び一般管理費 692百万円

営業取引以外の取引による取引高 

 関係会社からの営業外収益 2,132百万円

 関係会社に対する営業外費用 9百万円

 関係会社からの特別利益 106百万円

 関係会社に対する特別損失 49百万円

 匿名組合損益分配額 63百万円

 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

 

当事業年度の末日における自己株式の数 

   普通株式                 1,684株 



 

【税効果会計に関する注記】 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                   (単位：百万円) 

(繰延税金資産) 

 貸倒引当金 591

 減価償却超過額 41

 減損損失 43

 投資有価証券評価損 103

 関係会社株式評価損 421

 出資金評価損 25

 繰越欠損金 6,322

 未払事業税 13

 賞与引当金 6

 前受金 38

 繰延ヘッジ損益 38

 その他有価証券評価差額金 67

 その他 126

繰延税金資産小計 7,842

評価性引当額 △3,317

繰延税金資産合計 4,524

 

(繰延税金負債) 

 子会社の資本剰余金払戻 △414

 その他 △20

繰延税金負債合計 △435

 

繰延税金資産の純額 4,088

 

【リースにより使用する固定資産に関する注記】 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  工具器具及び備品 ソフトウェア     その他       合計 

  百万円 百万円 百万円 百万円 
取得価額相当額  0 19 3 23 
減価償却累計額相当額  0 17 2 20 
期末残高相当額  0 1 1 3 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2百万円

１年超 0百万円

合計 3百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 12百万円

支払利息相当額 0百万円

 



【関連当事者との取引に関する注記】 

 

１．子会社及び関連会社等 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(%) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

子会社 GMO ｱﾄﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 
（所有） 

間接 51.6 

役員の兼任 

資金の預り 

資金の返却(注 1) 

利息の支払(注 1) 

500 

5 
預り金 1,100

子会社 GMO ｱﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 
(所有) 

直接 95.0 

役員の兼任 

債務の被保証

担保被提供 

当社金融機関借入

に対する債務被保

証(注 3) 

9,250 － － 

当社の金融機関借

入に対する株式の

担保被提供(注 4) 

11,089 － － 

子会社 JWord㈱ 
（所有） 

直接 72.4 

役員の兼任 

資金の預り 

JWordの購入(注2) 1,490 未払金 101

資金の預り(注 1) 

資金の返却(注 1) 

利息の支払(注 1) 

250 

260 

3 

預り金 

未払費用 

640

4

子会社 GMO ﾒﾃﾞｨｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 
（所有） 

直接 100 

役員の兼任 

資金援助 

資金の貸付(注 1) 

資金の回収(注 1) 

利息の受取(注 1) 

347 

439 

9 

短期貸付金

(注 6) 

その他 

347

4

子会社 GMO ｹﾞｰﾑｾﾝﾀｰ㈱ 
（所有） 

直接 78.3 

役員の兼任 

資金援助 

第三者割当増資 

の引受(注 5) 
1,177 － － 

資金の貸付(注 1) 

資金の回収(注 1) 

利息の受取(注 1) 

2,404 

1,050 

31 

短期貸付金

(注 6) 

その他 

1,844

15

子会社 ㈱REGXE 
（所有） 

直接 100 
業務支援 債権放棄(注 7) 49 － － 

子会社 ㈱ｱｶﾞﾙﾀ 
（所有） 

直接 100 
業務支援 債務免除(注 7) 12 － － 

子会社 ㈱ｸﾚｲﾓｱ 
（所有） 

直接 100 
業務支援 債務免除(注 7) 10 － － 

子会社 GMO ﾄﾞﾒｲﾝﾚｼﾞｽﾄﾘ㈱ 
（所有） 

直接 100 
役員の兼任 債務免除(注 7) 14 － － 

子会社 GMO くまﾎﾟﾝ㈱ 
（所有） 

直接 100 

役員の兼任 

資金援助 

資金の貸付(注 1) 

資金の回収(注 1) 

利息の受取(注 1) 

1,026 

942 

24 

短期貸付金

(注 6) 

その他 

1,026

11

債務免除(注 7) 40 － － 

子会社 GMO ｸﾘｯｸﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 
（所有） 

直接 100 
役員の兼任 

連結納税に伴う受

取額 
1,668 未収入金 126

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 資金の貸付及び預りについては市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しております。 

２ JWordの購入価格につきましては、当社とJWord㈱間で締結しております代理店契約に基づき決定しております。 

 取引条件については、他の商材の取引条件を参考に合理的に決定しております。 

３ 当社の銀行借入に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支払はおこなっておりません。 

４ 取引金額は、GMOｱﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱が担保提供している借入金の残高であります。なお、保証料は支払っておりません。 

５ 当社がGMOｹﾞｰﾑｾﾝﾀｰ㈱の行った第三者割当増資を１株につき9,734,693円で引き受けたものであります。 

６ 上記子会社の貸付金に対し貸倒引当金を1,147百万円計上しております。また、当事業年度において貸倒引当金繰入

額を84百万円計上しております。 

 ７ 連結納税に伴う法人税の受払額について、債権の放棄を行ったもの又は債務の免除を受けたものであります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



２．役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称又は氏名 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(%) 

関連当事者

との関係
取引の内容 

取引金額

(百万円)
科目 

期末残高

(百万円)

役員及びその近

親者 
岩倉 正和 

（被所有） 

直接  

0.0 

弁護士報酬

の支払い 
業務の委託(注 1) 9 － － 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

岩倉正和との取引は、当社と西村あさひ法律事務所との取引であります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 弁護士報酬規程を参考に取引価格を決定しております。 

 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

 

１株当たり純資産額          140円 82銭 

   １株当たり当期純利益          36円 81銭 

  

   （１株当たり当期純利益の算定上の基礎） 

当期純利益 4,336百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る当期純利益 4,336百万円

期中平均株式数  117,805,093株

期中平均発行済株式数  117,806,777株

期中平均自己株式数   1,684株
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